
1 研究背景 

日本は世界でも有数の地震大国である.日本の国土
面積は世界の0.25%ほどにも関わらず,世界で発生す
るマグニチュード6.0以上の地震の約20%が日本で発
生している1).そのため日本では過去の災害を教訓に
して,様々な対策が行われてきた.国や地方行政が行
う防災対策は,災害発生前に備える事前対策と発災直
後の初動,インフラ復旧,復興などの事後対策に分け
ることができる.その中の初動対応としてプッシュ
型・プル型支援による物資供給がある2).大地震発生の
際,インフラ被害や物流の停止によって食料・生活必
需品が長期間不足することが予想される.そのため必
要と想定される最低限の物資を,被災地に短時間で供
給しなければならない. 
東日本大震災では終始プル型支援による物資供給

が行われた.広範囲に被害が及んだため,指定された
避難所以外にも多くの被災者が避難し,避難所の数は
多い時期には,2000カ所に及んだ.そのため、避難所の
数,各避難所の避難者数の実態の把握に時間がかかる
など、物資需要の把握に手間取った経緯がある3).この
教訓を経て熊本地震では,プッシュ型支援による物資
供給が初めて実施され一定の成果を挙げたが,同時に
物資のミスマッチや過剰供給などの問題も生じた.ま
た時間の経過とともに避難者のニーズも変化してい
き,物資を受け取ってもらえない事案が発生した4). 
このような問題を踏まえ,あらかじめ必要となる物

資の選定や需要予測モデルを構築することで,発災後
の被害予測から速やかな物資供給が可能になると考
える. 

2 従来研究 

既存研究では,過去の災害において支援物資の需給

バランスを分析し,問題点を見つけ出すものや物資輸

送の最適化を目指すものが多い.また,医療分野にお

いては需給バランスの予測などが行われているが,災

害時の物資需要の予測に関する研究は少ないのが現

状である.地方自治体の中には,災害時の供給品目を

選定し,独自で定式化まで行っている自治体もあるが,

需要予測の自動化までは至っていない. 

3 研究目的 
本研究では,災害時に被災地で必要になる,物資の

定式化や地域分析からなる予測モデルの構築によっ
て,被害予測からプッシュ型・プル型支援によるフェ
ーズごとの物資需要量を明らかにすることを目的と
する.また避難所単位で算出した需要量を合算するこ
とで,市区町村単位での物資需要量を算出することも
可能になる.これにより支援物資輸送の迅速化,フェ
ーズに合わせた需要供給の最適化を図る． 

4  プッシュ型支援物資の需要予測 

4.1 プッシュ型支援の仕組み 

発災当初は,被災地方自治体において正確な情報把
握に時間を要すること,民間の供給能力が低下するこ
となどから,被災地方自治体のみでは,必要な物資量
を迅速に調達することは困難と想定される.そのため
プッシュ型支援により,国が被災した自治体からの具
体的な要請を待たず,必要不可欠と見込まれる物資を
調達し,被災地に供給を行う.しかし,やみくもに物資
を輸送してしまうと過剰供給に陥り,被災地での物資
の滞留や混乱を招く恐れがある.そのため概ねの被害
予測を踏まえ,物資の需要予測をした上で物資を供給
する必要がある.  

4.2 需要予測モデルの流れ 

Fig.1:需要予測モデルの計算フロー 
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モデル構築の流れを Fig.1に示す.モデル構築のため

に E-STAT の 5 次メッシュデータと指定避難所のデー

タを用いて,予測データを作成する.そしてプログラ

ミングを利用して,被害予測から需要計算の自動化を

行い,避難所単位で需要量を算出する. 

4.3 期間 

プッシュ型支援による期間は,被災状況や備蓄量を
考慮し,発災後 4日目〜7日目の 4日間する. 8日目以
降はプル型支援に移行するものとする. 

4.4 予測データの作成 

避難所圏域の作成 

各 5次メッシュがどの避難所圏域か明らかにするた

めに,地理情報システムを用いてデータを作成する.

ここでの避難所圏域とは各 5次メッシュ重心から最短

の避難所を選択し,任意の避難所に対して選択された

全ての 5次メッシュとする.まず,各 5次メッシュの重

心と避難所のポイントデータを作成する.そして各 5

次メッシュの重心から最短の避難所ポイントを選択

し,避難所データに結合する. 

メッシュごとの人口比率を算出 

需要予測には,各人口比率が必要になるため,5 次メ

ッシュごとの統計データと境界データを結合し,人口

比率・平均世帯人員を算出する.統計データの年齢区

分では直接求めることができない人口比率は,(1)で

示すように年齢区分から歳数で割りその年齢の人口

比率を出すものとする. 

0歳人口比率 =
(0~14歳人口総数)/15

人口総数
 (1) 

 

4.5 必要物資の選定・算出式 

過去の災害や物資関係省庁が指定している物資 5)を

参考に最低限の供給品目を選定し,食糧,毛布,携帯ト

イレなど 14品目を予測対象とする.また算出式は平時

の必要量や論文を参考に定式化を行った.その一覧表

を Table 1 に示す. 

 
Table 1:各物資の算出式 

4.6 予測モデルの構築 
ここで埼玉県を対象に作成した予測データの一部

を Table 2 に示す. 
Table 2 :作成した予測データ 

 
この予測データと被害予測を用いて,需要予測の自

動化を行う.自動化のフローを Fig.2 に示す. 

Fig.2:自動化のフロー 
5 まとめ 
物資の定式化や地域分析からなる予測モデルの構

築によって,災害発生後の被害予測から市区町村や避

難所単位で物資需要を明らかにすることが可能にな

る.これにより災害発生時における支援初動チームの

活動が円滑に進み,支援物資をより早く各避難所に届

けられることが期待できる.今後は,避難所外避難者

やインフラ停止を考慮した予測モデルの検討,プル型

支援物資による需要予測の構築をめざす. 
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